
令和６年度東国水郷観光旅行商品造成・販売支援補助金交付要綱

（事業目的）

第１条　この事業は千葉県・茨城県をまたぐ東国水郷観光推進協議会（千葉県香取市，茨城県潮来市，鹿嶋市，神栖市。以下「協議会」とする）が同観光圏の団体旅行客数の増加を目的として旅行会社が団来旅行を造成・販売する経費の一部を予算内で補助することにより，水郷観光圏の観光誘客に繋げることを目的とする。

（補助対象者）

第２条　補助金の交付の対象となる者は，旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）第３条の規定に基づく登録を受けている全国の旅行会社とする。

（補助対象事業）

第３条　以下の要件をすべて満たす団体型の募集型企画旅行または受注型旅行を補助対象とする。

（１）令和６年１２月３０日（出発日）～令和７年２月２８日（帰着日）に実施される旅行であること。

（２）千葉県香取市，茨城県潮来市，鹿嶋市，神栖市の別記観光資源表の施設，体験のうち，１回のツアーにおいて２か所(それぞれ別の市とする)以上を行程に含めたツアーを４回以上催行すること。
ただし，４回のツアー全体の中で上記の４市を最低１回は行程に含むこととする。
なお，観光資源表の施設，体験については申請者自身で事前にツアー受入につき確認を取ったうえで申請すること。

（３）資源表以外の施設，体験を上記の代わりに行程に組み込みたい場合は，事前に協議会に確認すること。この際，既に著名な施設，体験の場合は対象外とすることがある。
（４）乗務員および添乗員を除き，バス１台当たりの乗車人数が１５名以上であること。
（５）旅行参加者へ協議会が指定するWEBアンケートを周知し，協力依頼をすること。また，実施後に各ツアーの行程，料金，参加人数を報告すること。
（６）学校行事として実施する旅行，会議や研修を目的とした旅行，宗教活動や政治活動を目的とした旅行でないこと。

（補助対象経費，補助金額および補助限度額）

第４条　補助対象経費は，前条の要件をすべて満たす旅行の造成・販売にかかる経費とするが，補助金額は各社１５万円を限度とする。

（交付の申請）

第５条　補助金の交付を受けようとする者は，書類を添付の上，補助金交付申請書（様式第１号）を協議会に提出しなければならない。なお，申請の締切日は１２月６日(金)とし，旅行実施前に行うものとする。また，締切日において申請額が予算に達していない場合は，申請期限を延長し，受付を行うことができるものとする。

（１）旅行の内容がわかる一覧（出発地，コース番号，旅行実施期間，設定本数，立ち寄り先，宿泊先，最少催行人数または参加予定人数が確認できる様式Ａまたは様式Ａに準ずるもの）
（２）旅行の行程がわかる行程表または募集広告の原稿等

（審査および交付の決定）

第６条　協議会は前条による申請があったときは内容を審査し，補助金の交付を決定することとしたときは，補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請をおこなった者（以下，「交付決定者」という）に通知する。

（変更交付申請）

第７条　交付決定者は，前条の交付決定後に事業の内容を変更する場合または中止する場合は，補助金変更交付申請書（様式第３号）を提出し，協議会の承認を受けなければならない。

（実績報告）

第８条　交付決定者は，事業完了後３０日以内または令和７年３月７日のいずれか早い日までに下記の書類を添付の上，補助金実績報告書（様式第４号）を協議会に提出しなければならない。

（１）実施した旅行の内容がわかる一覧（出発地，立ち寄り先，催行本数，コースかつ催行日毎の構成人数が確認できる様式Ｂまたは様式Ｂに準ずるもの）
（２）実施した旅行の行程がわかる行程表または募集広告の写し等
（３）利用したバスの台数および経費を証明できる書類（コースかつ催行日毎の実績がわかる様式Ｃによるバス運行証明書等）
（４）資源表記載の観光施設等に立ち寄ったことを証明する書類（コースかつ催行日毎の実績がわかる様式Ｄによる立ち寄り証明書等）
ただし，募集型企画旅行の場合で，募集広告の行程表に明記されている観光施設等に立ち寄る際の証明書は不要とする。

（補助金の確定）

第９条　協議会は前条に基づく実績報告書の提出があった場合には，必要な検査をおこない，その報告にかかる事業の実施結果が適正であると認めたときは，補助金の額を確定し，補助金確定通知書（様式第５号）により交付決定者に通知するものとする。

（補助金の支払い）

第１０条　補助金の支払いは精算払いとする。
２　協議会は前条の額の確定通知後，交付決定者から請求書（様式第６号）を受理したときは，その日から３０日以内に支払うものとする。
（補助金の取消等）

第１１条　申請者が虚偽の報告を行った，催行されたツアーが本要綱の規定を満たしていなかった等の事由が判明した場合は，協議会は補助金の交付を取り消す場合がある。
２　前項の規定により，補助金の交付を取消したときは，補助金交付決定取消通知書（様式第７号）により通知する。

３　第１項の規定により，交付の決定を取消した場合において，既に補助金が交付されているときは，補助金の交付を受けた事業者に対し，返還を求めることができる。

（事務局）

第１２条　本補助金の申請・質疑応答に係る事務局は株式会社近畿日本ツーリスト水戸支店とする。


